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４－７ 技術提案 その４ 

コロナが教える原発業界の時代遅れ 

2020 年 5 月 20 日 筒井哲郎 

 

1． 大阪府のコロナ感染情報ネットワーク 

5 月 18 日（月）の TBS テレビ「ひるおび」に大阪府の吉村洋文知事が出演して、現在大阪府が準備

しているコロナ対策と外出制限の解除方針について具体的な施策を説明された。大阪市立病院を専門病

院にするとか、検査体制を大幅に拡大するとか、それらの感染症対策に従事する医療関係者の危険手当

額を増やすとか、きわめて明快であった。その中で、とくに印象的だったのは、韓国同様の個人別感染

者接触情報通知システムを構築中で、来週から実用化に移すとのことであった。このシステムはスマホ

のメールアドレスに対して、その当人が感染者と接触したときに、そのことを知らせるというものであ

る。そのソフトを作る費用は 80 万円でできたという話であった。 

このシステムの特徴として強い印象を与えたことは、入力も無数の個人個人の端末（スマホ）であり、

情報の受益者も無数の個人個人の端末だということである。典型的なネットワーク社会が来たのだとい

うことを印象付けられた。その背景には、過去 5-6 年間の IT 技術の驚異的な日常化とコストダウンが

ある。こういうサービスが増えたからと言って大阪府民が特段の追加通信料金を支払うというわけでは

ない。顧みれば、過去 10 年の間に Skype で外国にいる孫の顔を追加費用なしで見ることができるよう

になり、この度の蟄居生活中に、Skypeや ZOOM で「オンライン」会議をするようになった。ZOOM

は主催者がソフトを購入すれば可能であり、通信料金の追加支払いはない。インターネット通信も含め

て、世界中の人と通信料なしで瞬時に文字も音声も画像も交換できるということが、日常生活に取り入

れられたわけである。 

同様の意味でかなり前に実施されて感心したことは、緊急地震速報がスマホに入ってくるようになっ

たことである。縦揺れ到達と横揺れ到達の数秒の遅れの間にアラームを聞かせて身構えさせようという

通報は、実用上は「えっ、それほど時間差はないだろう」と思ったが、そのシステム自体が実用に供さ

れたことに新鮮な衝撃があった。 

 

2． 原発避難情報システム 

 福島第一原発事故の際、原発サイト近隣に住む人たちに避難指示がなされた経過は、表 1 の通りで

ある。東電が核燃料の冷却ができなくなって（1 号機と 2 号機で非常用炉心冷却装置注水不能）、保安

院に通報したのが、16 時 45 分である。それから政府と東電の間であれこれ確認しあって、福島県が半

径 2km 圏内の人びとに避難指示を出したのが、4 時間後の 20 時 50 分である。1 号機の水位計がダウ

ンスケールを示したのが 16 時 56 分、放射線のモニタリングカーが構内の体育館付近で、47μSv/h を

計測したのが 17 時 00 分である1。つまり、17 時前後には、本来ならば近隣の住民が避難を開始するべ

きという情報は、東電や政府が得ていたのである。しかし、曲がりなりにも避難指示の第 1 報が発せ

られたのは 20 時 50 分、10ｋｍ圏内に発せられたのは約 15 時間後の翌朝 5 時 44 分であった。もちろ

 

1 宮崎・木村・小林『福島原発事故タイムライン』岩波書店、2013 年、pp．9-10 
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ん、東電と政府との間に、確認のためのやり取りがいろいろ行われたことであろう。しかし、冷却水の

補給が途絶えた核燃料のメルトダウンは待ってくれない。けれども、近隣住民への情報は政府から一方

的に流される仕組みであったから、住民側には自発的に情報を知り、行動を開始する手段は何もなかっ

た。文字通り、「依らしむべし、知らしむべからず」の「1 方向・大本営発表」があるだけだった。悲

惨を極めたのは、原発から 4.5ｋｍの距離に位置していた双葉病院の寝たきりの高齢患者 338 人と隣接

する介護老人保健施設「ドーヴィル双葉」の入所者 98 人の避難であった。病院関係者を始め、警察・

自衛隊の応援を得たが、長時間にわたる搬送過程で、少なくとも 15 人が死亡した2。 

 一般の住民も、初期に大量の被ばくをしたが、そもそも測定体制が整っていなかったので、その被ば

く量は記録からすっぽり抜けている。しかも一番大事な時に服用すべき安定ヨウ素剤が配布されなか

った。そのことは今も改善されていない。予め配布しておけばよさそうなものだが、「そうすると愚か

な住民が誤用するから」という理由で、今も配布されていない。避難所に入る時にはスクリーニングす

るが、その折にあまりに被ばく量が大きかったけれども、水洗の水（お湯）が無くなったので、基準を

一桁ゆるめたり、1 歳児甲状腺等価線量が 1000ｍSvを超える内部被ばくを浴びたと推定される人びと

が大量にいる3。事故は突然発生するので、何十万人という人びとを中央政府の号令一下、遅滞なく、

医療措置を尽くし、内部被ばく防止も行い、多数の作業をこなしながら移動させることは不可能であ

る。予め安定ヨウ素剤も、内部被ばく防止用のマスクも各個人に配布しておいて、てんでんこで避難し

てもらうしかないであろう4。 

 

 

表１．福島原発事故時の避難指示経過 

 出所：拙著『原発は終わった』緑風出版、2017 年、ｐ.162 

 

2 拙著『原発フェイドアウト』緑風出版、2019 年、pp.202-208 

3 Study2007『見捨てられた初期被曝』岩波科学ライブラリー、2015 年、pp.13-17 

4 拙著『原発は終わった』緑風出版、2017 年,pp.161-165 
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 現実は、避難指示情報が遅くて不適切であったばかりでなく、100 億円を投じて準備した SPEEDI は

使用されず、当時の風向から言えば当然最大被曝が予想されるプルームの流れる風下方向に人びとは

列をなして避難行動を行ったのであった。そして、「核燃料がメルトダウンした」ことを政府が認めた

のは 2 カ月後であった。これも、情報が「1 方向・大本営発表」の典型を示すものである。 

 

3． あるべき原発避難計画 

 現在、各地の原発において新規制基準適合審査を受け、合格したものから順次再稼働を行っている。

安全対策を施したからと言って事故が起きないわけではなく、過酷事故時の緩和対策がなされたとし

ても、放射能の外部飛散を無くせるわけではない。福島以前には具体的な避難計画が立案されていなか

った（あるいはお座なりであった）のを、今度はきちんと立案せよ、と政府が各地元自治体に要求して、

責任を負わせている。地元自治体はしぶしぶ一応の計画を作っているが、もともと原発立地地域は人口

密度の総体的に低い地域であり、道路事情が恵まれていない。したがって、福島で経験したのと同じよ

うに、大渋滞は、現在の避難計画でも大きな問題として懸念されている。そのほかにも避難弱者の支援

も懸案のまま手つかずになっている。 

 仮に、避難指示を受けるや否や住民が速やかに行動できたとしても、電力会社から政府・地方自治体

への情報伝達が手間取ってしまう。現状では役所間の確認手続きや承認行為などに要する時間は本質

的に変わらず、避難の第一報が緊急事態発生=放射能放出から 5 時間後といった状況は本質的に変わる

ことはないであろう。すると、放射能プルームが流れている下を避難行動するという成り行きは避けら

れない。また、中央政府から県庁・地方自治体へ Fax で連絡するという現状では、混乱する地元役場か

ら住民への情報伝達はおぼつかなく、タイムリーな行動開始には結びつかない。地元住民よりも外国駐

在員の避難の方が早かったという事態を繰り返すことになる。 

 地震の第一報より重要な原発メルトダウンの第一報は、最新の情報環境を反映して、「非常用炉心冷

却装置注水不能」または「炉内水位が炉心上部を下回った時」には、その信号を自動的に半径 30km 以

内の住民のスマホに「緊急炉心過熱情報」として発信するようにすべきである。大阪府が 880 万人の

人口に対して、各個人宛メールで濃厚接触情報を出す双方向プログラムを 80 万円で作ったならば、た

かだか 100 万人を対象にした 1 方向プログラムを作るのはその何分の 1 の費用で十分にできるであろ

う。 

 初めに第 1 項で、情報のコストが劇的に下がったことを書いた。菅首相が 3 月 15 日午前 5 時半ご

ろ、総理官邸から内幸町の東電本店に乗り込んで「統合対策本部」を作った時のことを、その著書に書

いておられる。「東電に行ってみると、なんと大きな会議室にでかいテレビスクリーンが六つもあり、

しかも福島第一サイトとは 24 時間つながっていた」と驚いたことを述べている5。わずか 9 年前のこ

とであるが、その時代には、大画面でテレビ会議ができたのは大企業に限られていたのである。野口悠

紀雄氏は次のように解説している。 

 

経済的な観点から見た IT 革命の意味は、情報処理コストと通信コストが劇的に低下したことです。 

 

5 菅直人『菅直人「原発ゼロ」の決意』七つ森書館、2014 年、ｐ.98 
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この変化は中小組織と大組織の力関係に甚大な影響を与えます。かつて 1 台 1 億円もする大型コ

ンピュータを使えるのは、大企業と政府、そして大学に限られていました。そうした組織の情報処

理能力が圧倒的に高く、中小企業や個人との間に、画然たる差があったのです。また、大量・高速

のデータ通信には専用回線が必要であり、これもきわめて高価でした。ところが、IT 革命によっ

て、この差が消滅したのです。大組織も、中小組織も、そして個人も、情報処理の点では、同じ条

件で仕事ができるようになりました。 

 

このような環境変化の結果、歴史ある大組織よりは、新興の小組織の方が、仕事が能率よく進む傾向が

目立っている。すでに 1950 年代に『パーキンソンの法則』という本で、役所の人員が年間 6％程度の

割合で増え、仕事の進み具合も遅くなることが実証されている6。たとえば、原発の建設期間について、

フリードマンは次のようなエピソードを紹介している7。 

 

原子物理学者のエドワード・テラーはかつて次のようにいった。「最初の原子力発電所を建設する

のにわれわれは 18 カ月しか必要としなかった。ところがいまでは 12 年もかかるのだ。これが進

歩というものだろうか」と。 

 

大津波が来ると予想されてからも、10 年近く手を打たなかったのは、年を経た大組織の習性がじかに

現れた現象に違いない。 

 

4． 垂直統合型産業からネットワーク型産業へ 

 原発産業は、特定の大企業の中で設計・製造・建設工事が行われる典型的な重厚長大設備工業であ

る。日本の産業界は、野口悠紀雄氏が「1940 年体制」と名付けた、戦争遂行目的のために「革新官僚」

が国家総動員法を制定して形成した、官僚および専門家が上意下達で事業を遂行する「垂直統合型産

業」の典型である。組織内が上意下達の権力的支配体制であるという意味で「階層型」と呼ぶ場合もあ

る。その対照は、「ネットワーク型」である8。 

 原発技術は、第 2 次世界大戦中の原爆開発の成果に基づき、大規模なエネルギー開放技術を民生用

に転用する目的で応用されたものである。核燃料が原爆に転用される可能性をつねに念頭に置くとい

う目的もあって、その技術内容は軍事機密および企業秘密を理由に一般市民からは厳しく隠蔽されて

きた。今も、原子力規制委員会の安全審査のために提出される技術資料の重要部分は、一般市民委公開

されるときには「白抜き」「黒塗り」されていて、肝心の安全確認を妨げている9。 

 「企業秘密」が、半世紀以上を経た発電プラントの技術内容にあるとは信じられない。市民の口封じ

が目的だと思う。今日知識産業というべき IT 産業が、かつて 1990 年代に 100 億円で作っていた

SPEEDI システムを今日作るとすれば、おそらく 1/100 のコストで作れるであろう。その結果を、直

 

6 C.N.パーキンソン、森永晴彦訳『パーキンソンの法則』至誠堂新書、1965 年、pp．9-25 

7 M. & R. フリードマン、西山千明訳『選択の自由』日経ビジネス人文庫、2002 年（原著 1980 年）、ｐ.434 

8 ニーアル・ファーガソン、柴田裕之訳『スクエア・アンド・タワー』上・下、東洋経済新報社、2019 年 

9 拙著『原発は終わった』緑風出版、2017 年、ｐｐ.209-215 
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ちに生かさなければならない。 

 

５．閉じた産業の保守化 

 ネットワーク型の産業は、異文化と接触し、多数の発想を提供される機会に恵まれる。いわば鎖国し

ていた国へ、世界中の知恵がなだれ込むような効果がある。垂直統合型産業は、固定した組織内の決ま

った人々の努力でしか進歩が起こらない。どれほど優れた人でも、無数の他分野の人びとの発想の総合

力と勝負はできない。企業秘密を金科玉条にプライドだけが高い大企業では、50 年もしたら老化が目

立つことになる。片や、ネットワーク型の市場で情報交換する組織は年々コストダウンを続けていく。

たとえば再生可能エネルギー技術は現在発展途上にあってコスト単価は原発を追い抜いている。 

 原発業界は、他の世界の進化とは無縁に生きる、誇り高いガラパゴスのゾウガメになっている。 


